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研究成果の概要（和文）：学校教育という場において男女共同参画の実現を目指すことのひとつの側面には、管理職や
教科での教師の性別の偏りをなくすということがある。中学校の技術・家庭科は、子どもたちの性別にかかわりなく，
すべての子どもが必ず学ぶようになって久しいが，30年以上経っても，教える側は主に家庭分野は女性の家庭科教員、
技術分野は男性の技術科教員という偏りは変わらない。技術・家庭科における性別職域分離に関する研究も数えるほど
である。本研究では，男性家庭科教師と女性技術教師の制度と心理的な障壁の課題を探究し，技術・家庭科の性別職域
分離を乗り越えるためのアクションリサーチに取り組んだ。

研究成果の概要（英文）：This paper aims to examine the issues of occupational gender segregation in 
junior high school "Technology and Home Economics".
　Since the early of 1980s, technology field that was originally for boys and home economics field that 
was originally for girls have been made compulsory subjects for the both of boys and girls in junior high 
schools. However, over the past few decades, the number of male home economics teachers and female 
technology teachers has been only slightly increased. Also there have been few studies on occupational 
gender segregation among technology and home economics. Therefore the question of what would be the best 
way to overcome this issue has been unsettled. Considering some important factors helping the practice 
that male home economics teachers and female technology teachers overcome organizational and 
psychological barriers, it can contribute to the teacher training.

研究分野：教師教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 

 

（１）性別職域分離の教科 

学校において「性別職域分離」が強固な教
科のひとつとして、家庭科があげられる。例
えば，女性教師によって担われてきた高等学
校家庭科は，男女必履修を契機に男性教師が
参入してきたが，それに先駆けて参入した男
性家庭科教師は僅かである。本研究に先行す
る研究（小高，2006，2010）では，フロント
ランナーの一人・南野忠晴が、日本女子大学
に聴講生として入学し、1992 年に「家庭科教
員をめざす男の会」を旗揚げするまでのライ
フヒストリーから、男性が家庭科教師を目指
す際のジェンダーバリアを明らかにした。さ
らに南野らが立ち上げたネットワークの成
立過程を、ウェンガー（1998）の Communities 
of Practice の概念を用いて分析し、アイデ
ンティティの変容と実践コミュニティの役
割を明らかにした（前掲）。これらの研究は，
家庭科教育への男性教師の参入の課題を，
「マイクロ・マクロ連携モデル」（箕浦，1997）
から浮かび上らせ、教師主体のインフォーマ
ルな実践コミュニティの役割の重要性を解
明している。 
また，本研究に先立つ科研費助成による研

究「男性家庭科教師のライフヒストリーとア
クションリサーチによる実践コミュニティ
の育成」（基盤 C）では，高校家庭科の男性教
師を対象とした聞取り調査，家庭科教師を対
象とするワークショップ開催し，アクション
リサーチに基づいた家庭科教師の実践コミ
ュニティの育成の方法論（小高，2011）を検
討した。 
 
（２）中学校技術・家庭科の問題 
一方，中学校の技術・家庭科の技術分野と

家庭分野は，1980 年代から，男女別学から段
階を経て男女必修となった。その背景には，
性別役割分業の再生産という問題を内包し
ていた教科から，男女共同参画社会を担う次
世代の育成の教科へと大きな変革があった
のである。 
しかし、その後 30 年以上経った現在も，

男性家庭科教師と女性技術科教師の数は，僅
かしか増えていない。近年，それぞれの職域
に参入する異性の教師や教師志望の学生が
微増しているものの，強固な性別職域分離が
続いている。また，技術·家庭科における性
別職域分離に関する研究も僅かである。 
 技術・家庭科の技術分野は男子のみが学び， 
家庭分野は女子のみが学んでいた時期は，公
式のカリキュラムがジェンダー・バイアスを
再生産していた。しかし，男女が共に学ぶ技
術・家庭科となって 30 年以上経っても，術
分野と家庭分野の担当教師の性別による偏
りが継続しているということは，技術・家庭
科の性別職域分離が，子どもたちにとって
「かくれたカリキュラム」となっていると考
えられる。 

 このように，家庭分野は女性教師、技術分
野は男性教師が担う「性別職域分離」は，深
刻な問題が潜んでいるのである。 
 
２．研究の目的 

本研究は，中学校の技術・家庭科における
性別職域分離の問題を検討することである。 
中学校技術・家庭科の技術分野は、男子の

みから男女共に必修となり，家庭分野は女子
のみから男女共に必修となった。しかし、30
年の時を経ても，男性家庭科教師と女性技術
科教師は僅かである。中学校技術・家庭科の
性別職域分離を乗り越えるための方策は，明
らかにされていない。男性家庭科教師と女性
技術教師が，制度と心理的な障壁を乗り越え
るための実践を支援する重要な要因を本研
究で考察することが，教師教育の貢献へとつ
ながるであろう。 
 

３． 研究の方法 

 本研究は，前述の高校家庭科教師らのライ
フヒストリー研究と実践コミュニティ育成
の知見に基づき，中学校の技術・家庭科にお
ける性別職域分離の実態と課題を検討し，技
術・家庭科の性別職域分離を乗り越えるため
のアクションリサーチに取り組む。本研究で
は、教育臨床学的な研究のスタンス（酒井，
2007／2010）を取り、性別職域分離の課題に
ついて，学校教育の場において共有・検討し，
実践と理論の往還を目指す。 

 

【分析枠組み】 
学校教育においては、理数科系や技術科の

教師には男性が多く、家庭科には女性が多い
など教科による性別の偏りが問題とされて
きている。その中でも、中学校においては、
一つの教科である技術・家庭科において，性
別による担当の固定化が強固である。このよ
う実態を、本研究では，ジェンダーの分析枠
組みから捉えなおしてみる。 
組織がどのようなプロセスをたどって男

性中心になっていくのかを明らかにした「ジ
ェンダー化された組織理論」は、女性不在の
組織へ女性が参入するバリアを問題にして
きた。本研究では，女性の割合の「偏在」の
みに着目するのではなく，「男性不在」の領
域へ進出した男性（例えば男性看護師）を対
象として，性別職域分離の視点から，中学校
技術・家庭科を取り上げる。 
 
【研究方法】 
本研究に先行する高校家庭科の男性教師

研究からは，マクロレベルでの「性別職域分
離」への参入の課題を解明すると共に，マク
ロレベルの課題を明らかにすることも必要
であることが明らかになった。 
そこで，本研究では，中学校技術・家庭科

の「性別職域分離」のマイクロレベルでの課
題と，マクロレベルの課題を明らかにするた
めに，全国から抽出した中学校への質問紙調



査，及び焦点化した中学校や実践コミュニテ
ィでのインタビュー調査とアクションリサ
ーチを行う。 
（１）質問紙調査：①中学校家庭科・技術科
教員の性別による配置状況，教科担当など 
②技術分野及び家庭分野の担当教師への意
識調査 
（２）インタビュー調査：性別職域分離に参
入してきた男性家庭科教師、女性技術科教師 
及び教員養成系学生を対象 
（３）理論研究：テーマは，アクションリサ
ーチの手法及び学校教育とジェンダー 
（４）アクションリサーチ：教員養成系学部
の教科指導法等の授業における授業研究や，
技術・家庭科を担当する教師の自主的な研修
組織でのアクションリサーチなどを研究対
象に，家庭科及び技術科現職教員と教員養成
系学生を対象としたワークショップ型の授
業研究の方法を検討する。 
（５）アーカイブ調査：技術・家庭科に関わ
る歴史的な探求を行う。 
 
４．研究成果 
成果発表に向けて，現在も分析や考察など

の研究は継続している。今後も，学会発表や
論文等で公表していく予定である。 
そこで，現時点での概要を以下に示す。 

 
【質問紙調査】 
（１）中学校技術・家庭科を対象とした質問
紙調査により，以下の課題が見出された。 
・教員配置の課題：中学校の技術・家庭科の
人員配置状況には，強固な性別職域分離の実
態と免許外担当の実態が明らかになった。 
・教師が直面する課題：家庭科担当教師ある
いは技術科担当教師としての「授業実践にお
ける困難」や「専門性」と「家庭科観」の関
係などの課題が明らかになった。 
・物的条件の課題：教師の授業実践上の困難
については，個人では解決できない制度上の
課題に直面している現場の実態があらため
て明らかになった。特に，授業担当の際，施
設・設備・教材などの物的条件の問題に直面
していることも明らかになった。 
 
（２）中学校では、家庭科専任教師の配置が
十分になされていない問題がある。本研究で
は、質問調査により，中学校家庭科の授業は
どのような教師が担っているのか、「何を大
切にして授業を行っているのか」を明らかに
し、大学における家庭科教員養成の課題を検
討した。 
 その結果，家庭分野担当教師の約 3割は「家
庭科免許外担当」であり，免許保有教師のう
ち約 6割強は家政系出身者であった。家庭分
野の教科観、目標、授業方法に関わる内容等、
多岐にわたっていたが、家庭科担当教師の属
性によってその捉え方に相違がみられた。 
 
（３）質問紙調査の結果，授業実践上の困難

のカテゴリーは、家庭科の免許を有する教師
と免許外担当教師に異なる特徴があった。 
カテゴリーの＜子どもの実態＞や＜家庭科
を取り巻く環境・制度＞は、家庭科の免許を
有する教師から、＜自分の専門的知識・技術
の問題＞には免許外担当者からの回答記述
に偏っていた。 
 分析結果から、免許外担当者の研修の充実
の必要性と共に、個人では解決できない制度
上の課題に直面している現場の実態があら
ためて明らかになった。 
 
【アクションリサーチ】 
（１）教員養成課程において教師としての力
量形成をどのように行うかが課題とされて
いる。授業をコミュニケーションととらえた
場合，教師に求められる基本的な力量として
授業事象の認知があり，経験教師と教育実習
生の認知には違いがあることが明らかにさ
れている。 
 本研究では中学校家庭科の授業観察とそ
の後の演習を事例として，学生がどのように
授業をとらえているのかを明らかにし，家庭
科の授業実践力育成のための課題について
考察した。学生らによる観察事象の共有化に
おいて，学生は，複数の視点を相互作用の中
で獲得し，授業をとらえるように変容したこ
とが明らかになった。 
 
（２）近年、家政学の果たす役割の一つとし
て家庭科の教員養成に関する議論が高まっ
ている。議論の一つである「教科専門と教科
教育との連携」として，教員養成課程の家庭
科の教科内容の理解と授業実践の架橋の課
題がある。 
そこで，本研究では教科内容学において，

アクティブ・ラーニングを試み，専門性の理
解と授業デザインの課題を検討した。その結
果，受講学生の家庭科の学習経験の断片的な
知識を顕在化し，専門の内容との橋渡しをす
るための学習活動が必要であることが明ら
かになった。 
 
（３）技術科教師及び家庭科教師らによる自
主的な研修組織をフィールドにして、授業研
究や研究授業発表のアクションリサーチを
行った。また，課題である「教科内容の理解
と授業実践」を橋渡しするために，教師向け
及び教員養成系学生を対象としたワークシ
ョップを開催した。 
 
（４）インタビュー調査やワークショップで
明らかになった技術・家庭科教師の教材観に
ついて，教材概念の議論をてがかりに検討し
た。また，家庭科教育に関する教材の変容を
検討した。 
 教材概念の議論において，『教材事典』で
提起された「機能的関係概念」を検討した。
機能的関係概念としての教材は，「はじめか
らあるものとしてではなく，何かの文化内容



が学習者の認識へと変換されていくプロセ
スをみようとするもの」（小笠原，2014）で
ある。この機能的関係概念としての教材で， 
家庭科の教材研究，実践をあらためてとらえ
直すと，家庭科における教材の考え方は，機
能的関係概念としての教材に変化している
ことが明らかになった 
 
【アーカイブ調査】 
（１）質問紙調査より明らかになった課題の
ひとつである物的条件に焦点を当て，中学校
の技術・家庭科をめぐる教育条件整備に関す
る歴史的資料を収集し，課題を検討した。 
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